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はじめに 

2018 年 12 月 10 日に発表された 7～9 月期の実質 GDP 成長率 2 次速報は、前期（4～6 月期）比

0.6％減（年率換算 2.5％減）と、2 四半期ぶりのマイナス成長となった。人手不足の深刻化に加

えて、台風や地震など自然災害も重なり個人消費や輸出、設備投資などが悪化した。一方、有効求

人倍率の上昇など雇用・所得環境の改善傾向を示す指標もあり、業種や地域で景況感の格差が表

れている。 

帝国データバンクは、2018 年の景気動向および 2019 年の景気見通しに対する企業の見解につ

いて調査を実施した。本調査は、TDB景気動向調査 2018年 11月調査とともに行った。なお、景気

見通しに対する調査は 2006 年 11月から毎年実施し、今回で 13回目。 

 

※調査期間は 2018年 11月 16日～30日、調査対象は全国 2万 3,052社で、有効回答企業数は 

9,746社（回答率 42.3％） 

※本調査における詳細データは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）に掲載している 
 

調査結果（要旨） 
 

1.2018 年の景気動向、「回復」局面だったと判断する企業は 9.4％となり、前回調査（2017 年 11

月）から 11.8 ポイント減少、2 年ぶりの 1 ケタ台に低下。他方、「踊り場」局面とした企業は

54.7％と 2年ぶりに半数を超え、「悪化」局面は 17.2％と 2年ぶりの 2ケタ台へと増加 
 

2.2019年の景気見通し、「回復」局面を見込む企業は 9.1％で、2018年見通し（前回調査 20.3％）

から大幅に減少。「踊り場」局面を見込む企業は前回とほぼ同水準だったものの、「悪化」局面

を見込む企業（29.4％）は 2013 年見通し以来となる水準まで増加。景気の先行きについて、1

年前より慎重な見方を強めている企業が急増している 
 

3.2019年景気への懸念材料は「消費税制」（55.3％、前回調査比 29.6 ポイント増）が最高となり、

「人手不足」「原油・素材価格（上昇）」が続いた。米中における関税引き上げなど「貿易摩擦

の激化」は 14.5％に 
 

4.景気回復のために必要な政策、「人手不足の解消」が 42.7％でトップ。次いで、「個人消費拡大

策」「所得の増加」「個人向け減税」などが続き、消費関連が上位の多くを占めた。以下「雇用

対策」「消費税率引き上げへの対策」が続いた。「出産・子育て支援」や「女性登用」「高齢者登

用」「外国人材の拡大」を重要施策と捉える企業は 1割前後となった 

 

特別企画 ： 2019年の景気見通しに対する企業の意識調査 

2019年景気、「悪化」局面を見込む企業が 29.4％に急増 
～ 「消費税制」が最大の懸念材料に ～ 
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1. 2018 年の景気、「回復」局面が大幅減の一方、「踊り場」局面が半数超に増加 
 

2018年の景気動向について尋ねたところ、「回復」局面であったと回答した企業は9.4％となり、

2017 年の景気動向（2017年 11月調査）から 11.8ポイント減少し、2年ぶりに 1ケタ台に低下し

た。他方、「踊り場」局面とした企業は 54.7％と 2 年ぶりに半数を超えたほか、「悪化」局面とし

た企業は 17.2％と 2年ぶりの 2ケタ台へと増加した。また、「分からない」は 18.7％となり、3年

ぶりに 1割台に減少した。 

「回復」局面とみている企業からは「東京五輪景気および消費税率引き上げ前の駆け込みで工

事が増加している」（建設用金属製品製造、宮城県）や「中国の生産が減少した影響で、日本国内

に生産拠点を切り替えてきたため、国内設備の更新・新設が増えてきた」（電気機械器具卸売、神

奈川県）など、東京五輪や駆け込み需要、設備投資の受注状況などから景況感の回復を実感して

いるという意見がみられた。しかしながら、半数近くを占める「踊り場」局面とみる企業からは、

「消費税率引き上げにともなう何らかの需要が出るかと感じたが、その後の還元や税率引き上げ

後の対策が明確でなく、顧客も引き上げ前後どちらの購入が良いか動揺がある」（ソフト受託開発、

愛媛県）といった、消費税率引き上げ前の駆け込み需要が期待通りでない様子もうかがえた。 

「悪化」局面とした企業からは、「地震や台風などの自然災害が影響し、景気動向は悪化してい

る」（冷蔵倉庫、北海道）や「地

震・台風・局地的豪雨などの自

然災害により、本来の経済活動

が行われず、マイナス傾向にな

った」（不動産代理・仲介、兵庫

県）などの意見がみられた。ま

た、「燃料費の高騰や人件費の上

昇などを起因とした外注費の増

加」（一般貨物自動車運送、熊本

県）といった、コスト負担の高

まりで利益を圧迫しているとい

う声もあがった。 

地域や業種で景気回復の濃淡

がみられるなか、概ね「回復」

が前年から半減、「悪化」が倍増

となるなど、アベノミクス開始

から 6 年目となる 2018 年の景

気動向は一転して、厳しさの増

す一年だったといえよう。 

景気動向の推移（2006年～2018年） 
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2. 2019 年の景気見通し、「悪化」局面を見込む企業が 29.4％に急増 

 

2019年の景気について、「回復」局面を迎えると見込む企業（9.1％）は、2018年の見通しを聞

いた前回調査（20.3％、2017年 11月実施）から 11.2 ポイントの大幅な減少となった。「踊り場」

局面になると見込む企業（38.2％）は前回調査（40.4％）とほぼ同水準だったものの、「悪化」局

面を見込む企業（29.4％）は 3 割近くにのぼり、2013 年見通し（34.6％、2012 年 11 月調査）以

来となる水準まで増加した。景気の先行きについて、1年前より慎重な見方を強めている企業が急

速に増加している様子がうかがえる。 

「回復」を見込む企業からは、「製造受注については好調が継続される。新規チャネルの受注拡

大なども可能であり上昇基調」（電線・ケーブル製造、山梨県）など、好調な受注状況の継続を見

込む企業のほか、「人手不足により景気が悪くなるとは考えていない。雇用が安定し消費者マイン

ドが良くなると、消費に火がつき景気が上がる」（木造建築工事、岐阜県）といった、人手不足に

よる雇用機会の拡大が消費につながることを期待する声もあがった。 

他方、「悪化」とする企業からは、「不動産プチバブルの崩壊と、消費増税による一層の景気悪

化」（ビルメンテナンス、広島県）や「衣料は小売も問屋もメーカーもこのままズルズル悪くなる」

（下着類卸売、福井県）などの声があがった。また、「消費税率 10％のかけ込み需要も大きく見込

めず、逆にその後の反動が大きくなる」（情報家電機器小売、宮城県）や「貿易摩擦などを原因と

した世界的金融危機に陥る可能性がある」（事業者向け貸金、埼玉県）といった意見もあった。 
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3. 2019 年景気への懸念材料、「消費税制」が 55.3％で最高、「貿易摩擦の激化」も上位に 

 

2019年の景気に悪影響を及ぼす懸念材

料を尋ねたところ、「消費税制」が 55.3％

と前回調査（25.7％）から倍増して半数超

に達した（3つまでの複数回答、以下同）。

「消費税制」は、消費税率 8％への引き上

げを前にした 2014年（2013年 11月調査）

で 58.6％に達したのち、緩やかに減少し

ていた。しかし、今回は半数を超える結果

となり、2019 年 10 月に予定されている

消費税率 10％への引き上げに対して、多

くの企業が懸念していることが浮き彫り

となった。 

次いで、「人手不足」（46.2％、前回調査

47.9％）および「原油・素材価格（上昇）」

（45.4％、同 40.0％）が 2年連続の 4割台で続いた。労働市場のひっ迫や原材料価格の上昇によ

る悪影響を懸念する企業も多い。また、米中における関税引き上げなど「貿易摩擦の激化」をあげ

た企業は 14.5％となった。 

他方、「為替（円高）」は前回調査より 9.3ポイント減少し 7.4％となるなど、外国為替レートが

2018年に入り比較的安定した動きを示すなか、為替変動を懸念する企業は大きく減少した。 

企業からは、「消費税率引き上げによるデフレの再来が怖い」（建築工事、広島県）や「消費税の

負担は大きくのしかかる。特に、軽減税率の対象業種にとって、その準備コストは半端なく大き

い」（食料品製造、東京都）といった、消費税率引き上げによる悪影響を指摘する意見が多くみら

れた。また、「米国のほか、中国に関しても注視していく必要がある。日本の景気は、やはり輸出

がどれほど伸ばせるかどうかが重要」（食料・飲料卸売、北海道）や「英国の EU 離脱が及ぼす影

響も見逃せない」（医療用機械器具製造、長野県）など、海外動向の行方を懸念する声もあがった。 

 

 

 

 

 

 

 

翌年の懸念材料「消費税制」割合の推移 
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2019年の懸念材料 

（上位 10項目、複数回答、3つまで） 
（％）

2017年11月調査

1 消費税制 55.3 25.7

2 人手不足 46.2 47.9

3 原油・素材価格（上昇） 45.4 40.0

4 中国経済 18.2 13.1

5 米国経済 17.5 14.1

6 貿易摩擦の激化 14.5 -

7 株価（下落） 10.6 12.9

8 雇用（悪化） 8.4 10.3

9 金利（上昇） 7.7 10.6

10 為替（円高） 7.4 16.7

注1：

注2： 矢印は2017年11月調査より5ポイント以上増加、または減少していることを示す

注3： 2018年11月調査の母数は有効回答企業9,746社。2017年11月調査は1万105社

以下、「地政学リスク」(5.5％)、「為替（円安）」(5.3％)、「所得（減少）」(5.1％)、
「金融市場の混乱」(4.8％)、「物価下落（デフレ）」(3.7％)、「税制（消費税制、法
人税制を除く）」(3.7％)、「法人税制」(3.2％)、「物価上昇（インフレ）」(2.7％)、
「政局」(2.5％)、「欧州経済」(1.1％)、「TPP11の実行」(1.1％)、「訪日観光客数
の減少」(1.1％)、「その他」(1.7％)

2018年11月調査
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4. 必要な政策、「人手不足の解消」「個人消費拡大策」「所得の増加」がトップ 3 に 

 

今後、景気が回復するために必要な

政策を尋ねたところ、「人手不足の解

消」が 42.7％（複数回答、以下同）と

4割を超え、トップとなった。企業は、

深刻化する人手不足の解消に向けた

政策の実行が、今後の景気回復に重要

な要素になるとみている。 

次いで「個人消費拡大策」（32.8％）、

「所得の増加」（29.6％）、「個人向け減

税」（29.4％）、「雇用対策」（27.9％）、

「消費税率引き上げへの対策」

（27.6％）が続いた。消費税率引き上

げを控えて、所得増加や個人向け減税

などを通じた個人消費の拡大を重要

課題と捉えている様子がうかがえる。 

他方、米中における関税引き上げなどの「貿易摩擦の緩和」は 14.8％だった。また、「出産・子

育て支援」（14.4％）や「女性登用」（7.8％）、「高齢者登用」（12.0％）、「外国人材の拡大」（12.4％）

などは 1割前後となった。 

企業からは、「個人消費が増すような、中流階級の所得増加策」（電気メッキ、大阪府）や「個人

消費マインドの向上のため、低所得層の底上げが必要」（土木建築サービス、東京都）といった、

消費拡大には中・低所得層の収入増加が重要とする意見が多かった。また、「景気の良い会社には

交際費をどんどん認め、街角景気を良くしたほうが良い」（労働者派遣、栃木県）や「年金・税制

問題においては歳入庁の創設、人手不足などについては ITや AI・ロボテクの活用、フィンテック

の発展を進めるべき」（電気機械器具卸売、熊本県）といった意見もみられた。 
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第2次

安倍内閣発足

（2012年12月）リーマン・ショック

（2008年9月）

非正社員

正社員

出所：帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査（2018年10月）」

＜参考＞正社員・非正社員の「不足」割合 

今後の景気回復に必要な政策（複数回答） 
（％）

2017年11月調査

1 人手不足の解消 42.7 -

2 個人消費拡大策 32.8 42.4

3 所得の増加 29.6 40.8

4 個人向け減税 29.4 34.8

5 雇用対策 27.9 29.3

6 消費税率引き上げへの対策 27.6 -

7 法人向け減税 26.9 31.9

8 公共事業費の増額 24.5 27.2

9 年金問題の解決（将来不安の解消） 23.8 31.0

10 規制緩和 20.3 23.3

注1：

注2： 矢印は2017年11月調査より5ポイント以上増加、または減少していることを示す

注3： 2018年11月調査の母数は有効回答企業9,746社。2017年11月調査は1万105社

2018年11月調査

以下、「設備投資の拡大策」(18.0％)、「貿易摩擦の緩和（米中貿易摩擦など）」
(14.8％)、「出産・子育て支援」(14.4％)、「介護問題の解決（老人福祉、介護離職な
ど）」(13.6％)、「災害対策」(13.4％)、「財政再建」(13.0％)、「外国人材の拡大」
(12.4％)、「高齢者登用」(12.0％)、「地方創生」(11.3％)、「自由貿易圏の拡大（EPA、
FTA、TAG、RCEPなど）」(8.0％)、「研究開発の促進税制」(7.9％)、「女性登用」
(7.8％)、「物価（デフレ）対策」(7.6％)、「地方への税源移譲」(7.1％)、「TPP11の実行」
(6.5％)、「震災復興」(6.1％)、「個人向け手当の創設」(5.6％)、「金融緩和政策」
(5.2％)、「原発事故の収束」(4.4％)、「環境関連の優遇策（補助金など）」(4.0％)、「道
州制の導入」(2.9％)、「その他」(3.4％)
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まとめ 

 

2018 年の景気は、「回復」局面と考える企業が 2年ぶりに 1ケタ台に低下した一方、「悪化」局

面とする企業は 2 年ぶりに 2 ケタ台に増加するなど、景気動向は前年から一転して厳しさの増す

一年だったと言えよう。さらに、2019 年の景気を「回復」局面と見込む企業は前回調査より半分

未満に減少し、景気の先行きについて 1 年前より慎重な見方を強めている企業が急速に増加して

いる様子がうかがえる。 

2019 年の景気に悪影響を及ぼす懸念材料として「消費税制」をあげる企業が 55.3％に達した。

2019 年 10 月に予定されている消費税率 10％への引き上げに対して、半数を超える企業が景気へ

の影響を懸念していることが浮き彫りとなった。また、労働市場がひっ迫するなか、深刻化する

「人手不足」による景気への影響を懸念する企業も多いほか、原材料価格の上昇をあげる企業も

4割を超える。2019年の景気は、「消費税制」「人手不足」「原材料価格の上昇」が大きなポイント

となろう。 

今後の景気回復に必要な政策として、多くの企業が人手不足の解消をあげている。さらに、個

人消費拡大策や所得増加、個人向け減税など消費関連に向けた政策を求める企業は依然として多

く、個人消費の活性化を強く求めている様子もうかがえる。 

2018 年の国内景気は、夏に相次いだ自然災害に加えて、原油高と人手不足にともなうコスト負

担の高まりが全体を下押し、弱含みで推移する要因となってきた。他方、10 月以降に生じている

原油価格の下落で燃料負担の高まりが和らいだほか、災害からの復旧・復興工事、都市部での再

開発、東京五輪向け工事などで、11月は弱含み傾向が一時的に後退した（帝国データバンク「TDB

景気動向調査 2018 年 11 月」）。企業は、2019 年 10 月に予定される消費税率引き上げによる影響

を非常に懸念しており、景気の先行きへの厳しい見方を強めている。今後、経済の好循環を達成

するため、政府は人手不足の緩和や消費活性化に向けた政策を推し進めることが一段と重要とな

ってこよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞ 2019年の景気見通し～規模・業界・地域別～ 
（構成比％、カッコ内社数） （構成比％、カッコ内社数）

回復局面 踊り場局面 悪化局面 分からない (N) 回復局面 踊り場局面 悪化局面 分からない (N)

9.1 38.2 29.4 23.3 (9,746) 9.1 38.2 29.4 23.3 (9,746)

10.6 39.1 27.2 23.2 (1,987) 6.5 36.0 33.2 24.4 (509)

8.7 38.0 30.0 23.4 (7,759) 4.6 34.0 39.3 22.1 (624)

小規模企業 8.7 35.6 31.9 23.8 (2,554) 5.7 38.0 32.5 23.9 (721)

3.8 28.8 36.5 30.8 (52) 10.8 38.2 27.6 23.4 (3,170)

7.0 40.0 31.3 21.7 (115) 7.3 40.4 29.6 22.7 (537)

10.3 41.4 27.4 20.9 (1,448) 7.3 38.3 29.2 25.2 (1,055)

6.1 37.1 36.7 20.1 (294) 11.4 40.2 26.9 21.5 (1,606)

9.1 38.1 29.0 23.8 (2,759) 9.3 36.1 28.9 25.7 (540)

8.6 37.2 30.0 24.2 (2,712) 9.3 38.1 31.0 21.7 (281)

4.9 31.9 40.3 22.9 (385) 8.8 38.8 28.9 23.5 (703)

7.3 40.5 26.1 26.1 (410) 注1：網掛けは、全体以上を表す

11.2 38.6 27.3 23.0 (1,532) 注2：母数は有効回答企業9,746社

10.3 33.3 33.3 23.1 (39)

中国

四国

九州

北関東

南関東

北陸

東海

近畿

全体

その他

不動産

製造

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

全体

大企業

中小企業

農・林・水産

金融

建設

北海道

東北
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク 

  データソリューション企画部 産業データ分析課  担当：窪田剛士 

  TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,052 社、有効回答企業 9,746 社、回答率 42.3％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 
 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

509 1,055
624 1,606
721 540

3,170 281
537 703

9,746

（2）業界（10業界51業種）

52 63
115 25

1,448 22
294 8

飲食料品・飼料製造業 312 34
繊維・繊維製品・服飾品製造業 99 57
建材・家具、窯業・土石製品製造業 213 122
パルプ・紙・紙加工品製造業 99 47
出版・印刷 172 7
化学品製造業 408 410
鉄鋼・非鉄・鉱業 464 43
機械製造業 423 14
電気機械製造業 312 7
輸送用機械・器具製造業 97 104
精密機械、医療機械・器具製造業 73 26
その他製造業 87 53
飲食料品卸売業 341 15
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 171 158
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 316 97
紙類・文具・書籍卸売業 95 427
化学品卸売業 267 59
再生資源卸売業 28 250
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 297 100
機械・器具卸売業 862 23
その他の卸売業 335 156

39
9,746

（3）規模

1,987 20.4%

7,759 79.6%

(2,554) (26.2%)

9,746 100.0%

(266) (2.7%)

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（385）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（2,712）

放送業

サービス

（1,532）

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（2,759）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業


